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XI 結語
はじめに
1 本稿は1970年9月26日，私が，労働調査論研究会において，行っ
た報告の速記録「労働組合の『構造と機能』の理論史的背景」（部内資料
「労働調査論研究会ノ ト」 No.7所収）に，大巾な削除・訂正・加筆を
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行ったものである。もともとこの研究会が，労働調査理論史研究を目的
としていたので，私の報告には，当時行なわれた労働組合調査以外の調
査に触れた部分が相当量入っていた。この部分は，本稿の目的とは関係
が薄いので，全面削除した。また，印刷された速記録は，いわば「身内
の研究者仲間」の心覚えに印刷されたものなので，読者には既知の事実
として説明不充分な箇所が多数あった。そこで，一般の読者にも，理解
し易いように全面的に加筆を行った。とくに，故藤田教授の所説に関説
した第4，第5節，藤田・大友論争の背景を明らかにした第10節は，ほ
とんど全文を書き改めた。
2 もともと本稿では，故藤田教授の労働組合論，労使関係論を，文
献史的資料的に詰めて作成した「藤田若雄研究」を意図したわけではな
い。ここで，戦後労働組合研究史上重要だとして取り上げた諸論文は，
いずれも10～30頁の小論文で，論点、を提示している点では明快であるが，
論証過程も理解し易いわけではなく，資料的裏付けも必ずしも明らかで
はなく，晦渋主点が多々ある。そこで，これらの文献を解釈するにあた
っては，著者逮の関連文献を参照すると同時に，偶々，私がこれらの著
者達と後輩，同僚，同世代人として，研究調査を共にし，または共同で
討論する機会を持っていたので，その経験を参考にした。さらに，三本稿
の理解にとっては，その背景となる労働運動の現実の記述が必要不可欠
だ均九この点についても，私の判断で必要な限りで，補足的叙述を加え
た。この意味では，本稿は，私の「体験的日本労働組合思想史論」とも
いうべきものである。
3 故藤田教授は，私の報告は聞かれなかったが，速記録には目を遇
されたはずである。私は，別の機会に，故藤田教授に，この速記録につ
いての感想を求めたが，これが全面的に正しいともひどく間違っている
ともいわれなかった。このことから判断すると，私は，本稿が故藤田教
授の当時の労使関係観を正確に画いているとは考え在いが，少者くとも
その一面を伝えているものと考えている。本稿が，故藤田教授の思想と
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学問の理解に多少とも寄与する所があれば幸である。
4 なおr，本稿においては，文章上の都合で敬称はすべて省略させて
いただいた。
.5 最後に，原稿をひどく遅らせて御迷惑をかけたにもかかわらず，
この長大な論稿の掲載を承諾して下さった社会科学ジャ ナル編集委員
会に，陳謝と同時に感謝の意を表します。
I 問題提起と文献
1 本稿の課題
大河内一男，氏原正治郎，藤田若雄篇「労働組合の構造と機能」 (1959
年，東京大学出版会）（以下「構造と機能Jと呼ぶ）は，「日本労働協約論」
(1961年，東京大学出版会）で，集大成された故藤田若雄教授の1950年代
における研究，共同調査の中で，最も重要なものであると，私は考えて
いる。
その理由のIつは，藤田がこの共同調査の最も精力的な推進者であっ
たということのほかに，この調査の直前または調査中，日本の労使関係
研究の方法に関する精力的な論争を展開し，共同研究者に大きな影響を
与えたからである。
その理由の第2は，この書物そのものの評価については，設誉褒見乏穣
であり，今日でも評価が確定しているとはいえないが，この共同研究に
参加した若い研究者諸君は，その後，それぞれ独自の研究方法を開発し，
研究成果を挙げ，今日学界の中堅をなしている。これらの研究者の成長
過程で，この調査への参加が，少なからず影響を与えていると考えられ
るからである。
そこで，藤田の執筆になる本書序章第2節理論仮説の形成過程の持徴
を明らかにすることは，藤田の労使関係研究史上の地位を明らかにする
kで，きわめて重要なことと考える。
なお，「構造と機能」の成立過程，調査の目的，調査の仮説，調査対象，
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調査方法，結論などについては，労働調査論研究会篇「戦後日本の労働
調査」（1970年，東京大学出版会）p.p.172-175に，小池和男，氏原正治郎
が簡潔に要約しているので，参照されたい。
「構造と機能」について解説せよというのが私に与えられた課題です
が，この課題を説くことは非常にむずかしい。
第1に「戦後日本の労働調査」の解説でも書きましたように，この調
査は昭和31年に始まっているが，昭和31年度の調査は，昭和22年の東京
大学社会科学研究所篇「戦後労働組合の実態ゴ（1950年，日本評論社）の追
跡調査ということであった。ところが， 32年度になると，問題意識にも
かなりの変更が起き，調査参加者にも若干の交代が起きているわけです。
32年度の問題意識がどういうものであったかについての資料としては当
年研究会幹事をやっていた高梨昌のノート数冊がありますが，これを見
ても，私には必ずしも明らかでない。明らかになる文献・資料が欠如し
ているのです。
第2に，労働問題文献研究会篇「文献研究日本の労働問題J(1966年，
綜合労働研究所）の中の高梨「労働組合の組織問題Jによりますと，「構
造と機能」は，大河内「組合運動の反省と組合研究の反省」（社会政策
学会編「戦後日本の労働組合」， 1956年，有斐閣所収）を理論仮説として調
査し分析が行なわれた，その成果であると述べている。これについても，
後述の理由で私は疑問を持っている。
第3に，昭和30年11月に，社会政策学会第12回大会が聞かれた。この
大会の共通論題が，「我国における戦後10年の労働組合の組織と機能」と
いうことでした。そこでは，大友福夫，田沼肇両による「戦後労働運動
史における若干の論点」，岸本芳太郎，西村裕通両の「戦後労働運動の反
省と展望J，それから藤田若雄の「労働組合の組織問題」という報告がさ
れ，総括討論の座長を近藤文二がやっている。ここで，岸本，西村は別
として，大友・回沼対藤田の聞で論争が行なわれたといわれております。
事実，この報告を基礎にして， 1956年10月に刊行された学会年報「戦後
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日本の労働組合」の中では，藤田が，大河内及び大友批判が展開されて
いる。この論争が，「構造と機能」調査の理論仮説に動揺を与えたといわ
れている。だが，この点についても，この論争の論争点がどこにあった
のか，どの点で動揺を与えたのか，必ずしも明らかではありません。
そこで，「構造と機能」の客観的意義を明らかにするために， 2つの作
業をやってみようと考えたわけです。 lつは，この当時の学界の「労働
組合論」の中で，「構造と機能」の研究グループに影響をあたえたと考え
られる文献を拾って，その論理を整理してみることです。いま 1つは，
これらの理論が見ていたというか前提としていた当時の事実関係を概括
的にでも，明らかにし整理してみることです。だが，第2の方は大変む
つかしいので，ここでは，第1の方だけをとりあげ，必要な限りで第2
の，長に青虫れることにしたい。
2 本稿で取り上げる文献
私が読みました論文の中で，昭和20年代の終わりから30年代の初頭に
かけて，この調査に影響を与えたと考えられるものを拾ってみますと，
大体こん告ものがあるのではないかと思います。
1 あらためて読み返してみて，いささか自分でも驚いているのです
が， 1955年2月に，私は北海道労働部労働教育課から，「日本労働組合
論」という「通信労働教育講座」のテキストを出していますが，この大
部分は，「労働組合の実態」の中で，私が執筆した部分をそのまま借りて
きたものです。しかし，その最後に「補論」をつけている。この「補論」
、の中味が，あとで申し上げます「構造と機能」の序章第2節「理論仮説」
という部分と，きわめて照合的にできているということです。違う点も
随分あります。ここでは違う点の方がはるかに重要なのですが，この点
についてはあとで申し上げます。
2 先ほども挙げた大河内の「組合運動の反省と組合研究の反省」と
いう論文です。
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3 同じく社会政策学会年報「戦後日本の労働組合」に掲載された藤
田の「企業別組合論とその批判について」という論文です『：
4 これは調査に影響を与えたというよりも，藤田が批判の対象にし
た大友の「統一的労働運動の展望」の中に収められている「組織」とい
う論文です。ついでですが，「統一的労働運動の展望」が出版されたのは，
1952年10月，出版社は労働法律旬報社です。
5 もう lつ，藤田が直接批判の対象にしたわけではないが，念頭に
あったのは，岩波書店の「日本資本主義講座」第7巻「労働者の農民」
の中の「戦後労働運動史」です。この書物は，目次附録によりますと，
本文執筆者は，大原慧，井出洋，上杉拾彦，藤田若雄，田沼肇，大友福
夫，土屋保夫，高橋洗，舟橋尚道，黒川俊雄ということになっており，
大河内が，これに意見を述べ，「序章にかえて」を署名入りで執筆してい
ます。また，塩田庄兵衛，帯万貞代，島津千利等が討論に参加したとい
うことです。なお，なお書きがついており，大友，井出，田沼が全体に
わたって整理を行ない，「展望 日本の労働運動の課題」を執筆したと
書いてあります。
藤田は「企業別組合論とその批判についてJの中で，次のように述べ
ています。「岩波戦後労働運動史は多数の討論参加者もいるが全体を整理
した人々の中に大友教授が加わっており，予備討論の時にこの人々は，
前述大友教授の論文（「組織」一一筆者）に賛成されていたから，大体大
友教授の見解が基礎になっているものといえようJl3）と述べ， 55年社会政
策学会大会における大友・田沼報告は，この運動史の自己批判だと評価
されている。事実，この学会報告をもとにして書かれた田沼「戦後労働
運動史の研究における若干の問題」（前描「戦後日本の労働組合」所収）
は，田沼自身このことを明記している。
これらの文献が待っていた問題意識，客観情勢の認識，理論構成の方
法がどういうものであったかを今日振り返ってみて，当時の学会の雰囲
気色この機会に明らかにしてみることは，「構造と機能」を理解するう
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えで，かなり重要なことではないかと考えているわけです。そこで，若
干の文献について簡単にそれぞれの特徴を述べ，相互の関連を明らかに
したい。
注
Il 大河内町労働組合に関する論文は，数が多いので，どれを上げるのが適当かす
ぐわからないが，藤田が批評の対車にしておりますのは， 「日本労働組合論」
195＇年，慶友社です。
121藤田の労働組合関連論文も数が多いが，関連文献としては，「労働協約J（「統一
的労働運動の展望」 1952年，労働法律句法社所収），「協約闘争の理論」1953年，
労働法律旬報社，藤田 沼田・佐伯「協約闘争の理論」日本評論社，印刷年，
r経営参加の問題点一一三鉱連経営参加の問題点一一」（「労働法律旬報」，1954年
10月下旬号所収）「第2組合」1955年日本評論新社などがあります。
131社会政策学会篇「戦後日本の労働組合」 1956年有斐閣 p. 35。
I 大河内一男「企業別組合論」の特色
第一に取り上げたいのは，大河内の「組合運動の反省と組合研究の反
省」です。この論文には，幾つかの特徴点があります。
1 方法上の特色
まず第ーに，基本的な方法上の特徴が， 3つあったのではないかと，
私は考えます。
第1点は，労働組合の日本型の検出ということです。大河内は，マッ
クス・ウェーパーふうのイディアル・ティプスの方法をふまえて，日本
の労働組合のIdealtypsは何かというふうに問題を提起致します。これ
を単位組合レベJレで考えてみると，「企業別組合的」組合だという。だが
仏大河内のいうところの「企業別組合的」組合とは，労働組合の日本
的イディアルティプスということになる（傍点筆者）。
第2点は，「企業別組合的」組合も，それが労働組合である以上は，横
断組合として発達してきた西欧的な組合が果たしてきた，あるいは既lこ
果たしている基本的な機能を，果たしていなければ告らない。そうでな
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ければ，労働組合とはいえない。これが第2点です。
それでは，横断組合として発達してきた西欧的な組合の基本的な機能
はどういう点にあるかということになりますが，それは賃労働の売り手
の集団だということです。
以上3つの点を踏まえて，大河内が，方法的に提唱したのは，労働組
合の日本型である「企業別組合的J組合に対して，マックスウェーパ一
風の技術的批判を加えるということです。つまり労働組合の日本型であ
る「企業別組合的」組合が，労働組含の基本的機能である賃労働の売り
手の集団としての機能をどの程度充分に果たし得るか，または果たし得
ないか，これを明らかにすることが今日の労働組合研究の課題だと主張
する。大河内は，この立場を敷倍して，「企業別組合が例えば賃上げ要求
を行う場合，またそれを契機としてストを行なうとする場合，どのよう
な r手段』が企業別組合にとって適正であり合目的的であるかの検討，
さらに右のよう寺前提をおいた場合，企業別組合の賃上げ闘争からいか
なる r結果』が生ずるであろうか，またそれを行う場合の『犠牲』は，
どの面に，どのような形で，派生するであろうか，を検討する。そして，
最後に，企業別組合を中心とする労働組合運動の底にひそむイデオロギ
ーは，そもそもどのようなものであり，それを運動の指導者はどのよう
に理解しているのであろうか，の検討，総ピて労働組合運動のイデオロ
ギー論 指導者のイデオロギーではなくーーとも称せらるようなもの
の分析」と述べている。
大河内は，このような「理想型」論，「技術的批判」論の立場に立って，
自ら提起したすべての問題に答えたわけではないが，幾つかの重要な論
点を指摘した。
2 企業別組合の構造上の特質
いま，これを，羅列的にあげてみますと，第lは，「企業別組合」の特
徴は告にかということです。この特徴を，大河内は2つあげている。 1
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つは，「企業別組合Jは，従業員の一括無差別加入の企業内従業員組合だ
ということです。つまり，工戦一本，工員・職員を一緒に組合に加入さ
せている混合組合である。
第2点は，こういう「企業別組合Jの組合員の意識は，この組合がも
ともと従業員組合的でありますから，組合員意識よりも従業員意識のほ
うが優位に立っているということです。なかんずく，中小企業の場合に
は，雇い主対組合という対等の関係ではなく，身分的関係になりやすい。
そこで，中小企業で労働組合を組織するとしたら，この身分的関係をど
うやって対等的関係に変えていくかという，克服の道が考えられなけれ
ばならないということを指摘します。
3 企業別組合の成立根拠
その次に，それではこの「企業別組合Jは，一体どういう理由，どう
いう根拠で現われてきたのか。これにつきましては，あまりにも有名で
すので詳しく述べる必要はないと思いますが，こういう論理に立ってい
ます。大河内は，日本の労働力の「型Jを「出稼ぎ型」と規定し，次の
ような結論を導き出します。すなわち，日本の労働者は，「出稼ぎ型」で
あるから定着性がない，あるいは浮動的な労働力である。このことは別
のいい方をすれば，労働者がまずそれに帰属意識を持っところの職業別
あるいは職種別の社会化された労働市場が形成されていない。したがっ
て職業別あるいは職種別の労働組合が出てくる基盤も，日本には存在し
ない。こういうわけだから，日本の労働者は持定の企業の従業員として
一時的に定着するしかない，別言すれば，特定企業に雇用されている限
りでは労働者であるが，企業をはなれると労働者でなくなってしまうロ
ここで，大河内のいう労働力の「型」という概念は，労働力の売手で
ある労働者の人間類型といったものだから，労働者の行動様式もこの中
に含まれている。そこで，大河内は，この行動様式の観点から，労働力
の「型」を3つにわけることになる。
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第1は，組合員意識よりも従業員意識のほうが高い労働者です。大河
内ふうのいい方をしますと，「膨大な組合無関心層」がこれにあたります。
第2は，労働者の中の意識的な分子である。この分子は，労働者の多
数が組合無関心的である条件のもとでは，職場から浮き上がって政治化
し街頭化する。
この2つの労働者類型が基本ですが，こういう認識から，もう 1つの
労働者類型が大河内の「期待」としてあらわれてくる。これは， 56年の
論文よりは， 53年に出された「日本労働組合論Jで主として展開されて
いるのですカえ前記2つのタイプを克服する，第3のタイプの労働者が
でてくる可能性があるというのか，出てこなければならないというのか，
このあたりははっきりしませんが，期待と提案を表明している。
大河内は，前掲「労働組合論Jの中で，「労働組合は労働組合本来の仕
事に帰るべきでは在いか」と提案している。ここで，労働組合の本来の
仕事とは，賃労働の売り手の集団としての仕事ということになるが，こ
れを1950年代前半の状況にあてはめてみると， 3つあることになります。
第1は，労働組合の分配的任務ということで，賃金，その他労働条件
の改善ということです。
第2は，刊行が53年で， 49年のドッヂ政策のあとに書かれたものです
から， ドッヂデフレ下の生産の減退のもとで，生産力のにない手として
の任務を果たすことが第2です。
第3は，重要産業の社会化と経営協議会による経営参加を通ピて，分
配的任務と生産力のにない手としての任務を呆たしていく。いいかえれ
ば，経済組織の民主化というか社会化というか，経済組織を変えて行く
という任務です。これらの3つの任務があるといっている。
ところで，こういう任務を実際に担当する具体的な労働者は，どこに
存在するか，どこからでてくるかという問題がでてくる。もともと日本
の「企業別組合Jは，工戦一本の混合組合なわけですから，その中に職
員を含んでいる。この職員は，知識と同時に経営能力も持っているわけ
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です。そこで，職員が組合運動に積極的に参加し，今日要求されている
組合運動のにない手にならなければならないと，主張したわけです。こ
れが第3のタイプの労働者で，これが労働組合の本来の仕事をに辛う労
働者として期待されていたわけです。
最後の論点、は，「企業別組合」の根拠ということからはちょっと離れて，
将来の組合運動の期待をどこに求めるかという問題ですが，もし，企業
別組合の根拠を求めるとすれば，出稼ぎ型労働力のにない手である労働
者の日本的類型にあるといっていいだろうと思います。
4 企業別組合の機能
それでは，こういうふうに類型化される「企業別組合的組合」が果た
している機能はどういうものか，ごの聞いにたいして，大体4点ほどあ
げていると思います。
第1点は，労働組合的機能と経営協議会的機能は，本来性質が異なっ
ているわけですが，「企業別組合」においては両方が重なりあっていると
いうことです。大河内がこれら二つの機能をどのように理解していたか，
明らかではないが，先の議論の文脈からすると，前者は分配的機能，後
者は生産的機能と考えて大きな間違いはないと思う。この論文では，こ
の点を「企業別組合」のメリットとして上げている。企業別組合的制約
を喰場の末端から乗りこえ，克服する重要な契機になんといってお
られる。このことは別のいい方をしますと，上述した将来の組合の展望
の中で述べられている，生産力のに辛い手あるいは経営の民主化，重要
産業の社会化という任務を，日本の労働組合，すなわち「企業別組合」
はにない得るという文脈になるのではないかと思います。これは推測の
域をでません。
第2点は，「企業別組合」は横断組合的な機能を欠如しているわけです
が，この横断組合的機能の欠如を，産業別連合体あるいは資本系統別連
合体がある程渡代位しているということです。
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ちょっと脇道にそれますが，ここで私が指摘しておきたいことは，あ
とでほかの論者との闘で問題となりますのは，大河内が，産業別連合体
と資本系統j1j連合体を，「あるいは」という接続詞で結んで，特に区別す
る必要が辛いと読めるように述べていることです。
第3点は，こういう事情で産業別連合体ができているので，産業別連
合体の単位組合に対する影響なり比重は，外国の場合に比べて著しく大
きい。というのは，外国の場合には，日本の産業別連合体が果たしてい
る機能を，横断組合である単位地方組合が果たしているが，日本では産
業別連合体がなければ，これを果し得ないからです。
第4点は，賃金闘争において，横断組合の場合には，個別企業の支払
い能力はあまり考慮に入らない。しかし「企業別組合」の場合には，全
組合員カ刊国別企業の従業員だから個別企業の支払い能力に制約されるこ
とになる。そこで企業聞に労働条件のでこぼこが出てくる。そこでこの
でこぼこを調整するのが産業別連合体の任務です。いいかえれば，産業
別連合体が横樹組合の機能を代位するということの意味のlつはここに
あるのだといっておられる。
こういう節述で，企業別組合を中心として，経営協議会，それかち産
業別連合体あるいは資本系統別連合体との関連を明らかにされながら，
日本の労働組合も，結局日本的な形で，ヨーロッパの横断組合が果たし
てきた機能を果たしていくことになるのではないかという判断を示され
ている。
5 イデオロギー上の特色
次に，大河内が指摘していますのは，これは当時としては重要な論点、
ですが，労働組合のリーダーと組合員大衆との聞に，意識の主主離がある
ということです。ユニオン・リーダーは，労働組合運動を社会主義運動
と考えている傾向があるが，ランク・アンド・ファイルの組合員は，彼
らが持っている従業員意識からして，企業の支払い能力を第1に考える
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わけですから，組合運動と社会主義運動との関連がつかない。ここから，
ユニオン・リーダーと組合員大衆との聞に意識の議離が出てくる。先ほ
ど喰業別組合」の根拠のところで述べたような「出稼ぎ型J労働力論
から出てくる2つの労働者のタイプ，つまり意識の高い政治的街頭的部
分と，従業員意識の高い膨大な組合無関心大衆，この2つの聞の議離が
出てくる。これが，日本の労働組合運動のイデオロギー上の待徴になっ
ているという問題を提起しているわけです。
6 大河内理論の意義
以上の大河内が，「労働組合論」および「組合運動の『反省』と組合研
究の r反省』 Jで展開した議論は，当時の労働組合研院の状況の中では，
次の点で画期的意義を持っていたと考えます。
1 労働組合を労働力の売手の集団，労働組合の機能を労働力の売買
過程一一労働力の売買過程の分析はきわめて唆味で不充分であったがー
だと主張することによって，労働組合運動と社会主義運動，革命運動と
を区別したこと，大河内は，前掲論文の中で，「労働組合を社会主義運
動と混同したり．革命運動に速なるものであるようにきめでかかること
は，労働組合という集団を理解する所以でもないし，また労働組合にと
って迷惑なことかも知れない」と述べている。
2 日本の労働組合の「理想型Jを構成するという方法を採用するこ
とによって，当時かなりの勢力を持っていた，労働組合とはヨーロッパ
風の横断組合であるから，いわゆる「企業別組合」は，会社御用組合か
従業員代表出I］＝工場委員会であって，労働組合ではないという主張を反
駁L，企業別組合も労働力の売手の集団としての機能を果している限り，
「企業別組合的J労働組合であると主張L，企業別組合が果している機
能の実証的研究への道を開いたこと。
3 企業別組合の根拠を日本の労働力の特殊な型＝出稼型に求め，日
本の労働者の中に，行動様式を異にする様な人間類型があることを指摘
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したこと。
i主
1）前掲「戦後日本の労働組合」 pp.4～ 5。
I 企業別組合の内部構造と動態論への試み
一一氏原「日本労働組合論」「補論」一一
1 問題意識
次に，私が自分で報告するのも奇妙なことですが， 1955年2月刊行の
"' 「日本労働組合論」「補論」について考察します。この論文では，直接大
河内批判をしているわけではありませんが，大河内の理論を念頭におき
ながら議論していると思われる節があります。それについて若干の点を
申し上げて，藤田の労働組合論への橋渡しにしたいと思います。
私の議論については，幾つかの問題がありますが，ここでは関係のあ
る点だけを申し上げます。
1つは，基本的な方法上の問題です。大河内のように「企業別組合」
なり企業別組合を構成している組合員あるいは労働者を，日本の労働組
合あるいは日本の労働者の「理想型J を構成するという方法で認識しま
すと，こうして構成された労働組合または労働者の日本型は，それ自体，
論理的無矛盾性を持った自己完結的なものですから，日本の労働者ある
いは労働組合の静態はこれで解くことができるかも知れないが，その変
貌の過程， dynamicsを解くことはできないのではないかという考え方が
基本にあった。当時すでに，大河内の出稼型労働力論は，一種の宿命論
に導くとの批判がかなり行なわれていた。この点は，後述の藤田の大河
内批判を見よ。
それではこのdynamicsを解くためにはどういう方法があるかという
ことですが，それについて私が強調したことは，労使の対立の場面にお
ける矛盾，労働者内部における利害の対立がいかなる理由でどこに生ビ
ているかということです。ことに，生産力の発展をもたらす生産技術の
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変化，経営・生産・労務管理技術の変化は，経営者と労働者の間の関係，
労働者同志の聞の関係を変化させ，種々主形態の矛盾を発生させる。そ
うすると，企業や労働者の意識・行動様式も変り，労働組合組織や経営
者組織も変わらさるを得ない。そうなれば，それらのとる政策も変更さ
れることになる。こういう点を明らかにしたいということです。これは，
1952年執筆の「大工場労働者の性格」（日本人文科学会篇「社会的緊張の
研究」 1953年，有斐閣所収）以来の問題意識でした。
2 企業別組合の定義
この立場から，企業別組合について，幾つかの論点を指摘している。
その1つは，企業別組合の定義，何をもって企業別組合というかという
ことです。これにつきましては， 4点ほど上げております。第lは，組
合員の構成です。組合員が持定企業の本雇従業員に限られているという
こと。第2は，職種や地位，階層の如何にかかわらず，全従業員が組合
に加入していること。これは工職一本の組合，従業員一括加入の組合だ
ということです。第3は，この組合が独自の規約を持ち，独自の機関に
従って運営されているということ。第4は，独自の財政を持っていると
いうことです。それから第5が，組合役員が原則として従業員の中から
選出されていること。在籍専従という言葉は使っておりませんが，在籍
専従が念頭にあった。これらの特徴のために，日本の企業別組合が自己
完結的であり，外にたいして強い独立性を持っていることを主張したわ
けです。
3 企業別組合の根拠と内部構造
以上は，ごく常識的なことですが，その次に企業別組合の根拠および
内部の階層構造に触れています。これについては，大体6点あげており
ます。これは，「構造と機能」との関係で重要な論点になります。
第1は，日本の労使関係において重要なことは，従業員の中に，階層
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的者関係があるということです。たとえば，本雇従業員だけをとってみ
ても，職員・工員という階層がある。それから，職員の中にもまた，社
員・準社員というような階層がある。こういう階層が，例えば工員は初
等教育だけのものが圧倒的に多く，職員も上層部内は，大学・高等専門
学校卒業が多いというように，学歴の程度と照応関係にある。
第2は，各階層の中には，年功的秩序が存在している。ここで，年功
秩序とは，日本の近代産業の発達の特殊事情から自然のうちに出来上っ
た労働者集団内部の秩序で，労使の政策的意図や力関係で勝手に変えら
れることのできないものと考えられている。その内容は，職員，労働者
は，入社するときには，若年未熟練労働者として採用される。そして，
勤続＝経験を積むにしたがって，上長，先輩労働者の仕事を見ょう見ま
ねで覚え，また指導を受けて，熟練の程度も増しその範囲を拡大する。
その結果，勤続に応ビて職務権限も大きくなり，報酬もよくなる。だが，
こうして獲得された広義の熟練は，主として特定企業内の経験にもとず
くものだから，他の企業に移つでも同じように能力を発揮でき，通用す
るわけではない。
第3に，年功秩序が企業内身分制度に反映している。例えば，二等工
手は勤続5年以上の者の中から選抜し，一等工手は二等工手5年以上の
者の中から選び，工師は一等工手5年以上のものの中から選抜するが如
くで、ある。
第4に，この身分制度か鴻制と対応している。例えは班長は2等工手
の資格あるものから，組長は一等工手の中から，職長は工師の中から任
命されるがごとくである。
いま、この関係を労務者について単純化して図示すれば，次のように
なる。
第5に，賃金，賞与，退職金などの待遇も年功秩序と照応関係を持っ
ている。なぜなら，日本の労働者の待遇の基礎である基本給の決定は，
定期昇給によっているから，長勤続者ほど昇給回数が多〈，したがって
職員（中等教育以上修得）
労務者（義務教育修得）
軒規学卒者→ d b 6 ¥, 6 b 6 b 
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工 師組長一等工手5年以上
一等工手証長二等工手10年以上
二等工手棒心並工5年以上
並 工先手
（身分） （職g'i) （資格）
基本給が高くなり，身分・職措I］の高いものほど昇給率が高いから，基本
給が高〈在る。また，能率給制度のもとでも，能率給配分にあたっては
基本給を配分基準にするから，年功の高いしたがって基本給の高いもの
が多く，年功の低い基本給の低いものが低〈配分されることになる。さ
らに，退職金算定の基礎にも基本給と勤続年数がおかれているから，年
功の高いものが当然得をすることになる。
以上のように，日本の企業別従業員集団の中には，階層という横の関
係があり，その中に身分，職制という縦の関係があるので，労働者内部
にいろいろな利害の遠いが存在していることは確かですが，長勤続者ほ
ど有利な制度になっており，どの階層の身分の人も企業をはなれると不
利になるような秩序が出来ているので，第一次的には，特定の企業の従
業員であるという意識を持ち，その意識に基づいて組織がつくられる。
これが戦後的条件のもとにおいて，労働組合が「企業別労働組合Jとい
う形をとってあらわれてきた根拠である。このような趣旨のことを述べ
ているわけです。
次に，企業別労働組合は，こういう個別組合の従業員という性格と結
びついているわけですが，そこで生ずる対立関係はどのようなものかと
いう問題を提起しBたしまして，さまざまな対立関係が生ずる根拠を述べ
ているのです。
第lは，労働条件の企業間格差が生ビてくる。それは企業聞の競争条
件の格差を生むせしめることになり，この競争関係を通ビて，労働条件
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のでこぼこがある場合には低いほうにならされる傾向が強い。つまり使
用者側の競争を通ピて労使の対抗関係が個別企業から外にはみでてくる
ということです。
第2は，組合員の中に対立関係がさまざまの形で出てくる。これらを
羅列的にいってみると，職員・工員というような階層別の対立，あるい
は職種別の対立，あるいは仕事が「組」組織で行なわれる場合には，「組」
別の対立，あるいは「係」別，「諜」別といいかえてもいいのですが，そ
ういう対抗意識，それから年功秩序のもとでは，低年齢者ほど待遇が悪
いわけですから，そういう年齢別の対立，あるいは女子の場合には年少
者並みに扱われるということですから，性別の利害の対立がある。
あとで藤田論文との関係で重要だと思います点が，もう 1つあります。
前掲「大工場労働者の性格」の中で，男子工員を選別いたしまして，労
働者の3つのタイプを出し，タイプの違いによって，意識や行動様式に
遠いがあるということを書いている。その3つのタイプとは， 1）永年
勤続の基幹工， 2）外部の職業経験を持った中途採用者， 3）青年，こ
れら 3つのタイプによって，意識や行動に遠いがあることを述べている。
4 労働組合運営上の問題点
つぎに，企業別組合運営上の問題として大きな問題になりますのは，
一応は特定企業の従業員として，一括企業別組合に掌握されているわけ
ですが，その中の利害対立をどうやって調整するかということです。
第lは，労働条件の企業間格差，これが競争によって個別企業の労使
関係，企業問，企業別組合間にまさつを起こすということです。そこで，
企業別従業員組合は必然に産業別連合体を組織せざるを得ない。この場
合，個人加入ではなしに，企業別組合一括加入という形態をとることに
なる。
ところで，産業別連合体に，企業別組合が加入したとしても，そこ巳一
統制力の限界が生ヒてくる。統制力の限界が生ずる理由の1つは，財政
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問題と関連している。直接組合費の徴収をしているのは，企業別組合で，
企業別組合が一括産業別連合体に加入しているわけですから，組合員数
に応じて一定額を上部団体に上納するという制度をとっている。別言す
れば，日本の労働組合を，財政面からみると，基礎になるのは企業別組
合で，上部団体はそれに依存せざるを得ない。そこで，企業別組合は組
合員数をサパ読みしたり，上納金の上納をサボることもおきてくる。ま
た， Hl.J！することも比較的やりやすい。つまり財産問題をあまり起こさ
ずに目白星できるからです。
第2は，産業別連合体の本部役員の性格を分析してみると，二重的性
格を持っている。 1つは，企業別組合が産業別連合体に加入した理由が，
企業聞の労働条件のアンバランスを調整するということですから，企業
聞の利害の調整をするというのが1つの役員の役割です。と同時に，産
業別連合体の役員は，企業別組合から選出されて出る者が圧倒的に多い
わけですから，企業別組合の利害代表という性格をもっている。こうい
う二重的性格を持っている。これが，産業別連合体の企業別組合に対す
る統制力の限界をなしているいま 1つの理由だといってよい。
第3に，産業別連合体が企業聞の利害の調整をやる中で，本部役員と
企業別組合の役員との間で，利害の対立が生とる可能性がある。別の表
現をすれば，産業別連合体本部は企業別組合の役員を通ピてしか企業別
組合の手且合員を掌握L，それに影響を与えることができない。本部役員
と組合員大衆の間に，企業別組合の役員が幡躍しているわけですから，
おのずから統制力は一定の限界をこえることができない。この点は大河
内の評価とはかなり違いがあるといってもいい。
以上は企業別組合と産業別連合体との関係ですが，もう lつ，組合員
内部の利害の対立の調整の問題があります。これは，企業別組合の内部
運営上の問題に関係することです。これについて， 3点ほど指摘してい
ます。
第lは，日本の職場委員と呼ばれるものには，二重の性格がある。 1
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つには職場委員は職場の活動家であるという役割を果たしている，また
果たさ辛ければならないとされている。と同時に，職場委員は，上述し
た階層別，職種別，場合によっては「諜J, 「係」別，「組J別に選出され
るわけですから，選出団体の利益代表者としての役割を果たさざるを得
ない。こういうこ重的性格を持っている。これらの役割をうまく果すこ
とができるのは，上述した職場の年功秩序を前提としますと，基幹工だ
ということになる。
第2は，たとえば国鉄のような大組合の場合には，職能別協議会が，
組合の内部での職種別の利害を代表している。これらの利害を調整する
ための持別の機関を設けざるを得者い。
第3は，青年婦人部の特殊な性格を議論している。これにも 2つの性
格がある。 1つは，青年婦人部の持っているエネルギ を組合運動に注
入し，組合活動を生き生きさせるforwardmovementとしての役割を果
たす場合と，青年婦人そのものが，従業員組合の中ではどちらかといえ
ば被圧迫者の立場にあるわけですから，青年婦人の独自の利益代表とい
う性格を持たざるを得ない。
こういうふうにして，企業別組合が内部に持っているもろもろの利害
の対立関係の調整機構を日本の労働組合はっくりあげてきているといっ
ていたわけです。
5 企業別組合における二つの機能
以上の前提に立って，企業別組合がどういう機能を果たしているかが
次の問題です。大きく分けて2つの機能を論じているわけですロ
第lは産業別連合体の統一闘争による労働条件の標準化，統一労働協
約の締結で，これこそが労働組合的機能だと呼んでいる。そのためには，
産業別組合の民主的中央集権制の確立が必要であると述べ， 4つの論点
を上げています。第lは，労働条件，労働協約の要求，交渉妥結の内容，
時期などについての調整統一。この点に関連して，当時出かかっており
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ました上部団体を中心とした賃金要求の統一，労働協約などの基準案の
作成，集団交渉方式，交渉権の上部団体への移設などを評価しておりま
す。第2は，ストライキの統制。当時出かかっていましたストライキ指
令権の上部団体への移譲，争議資金の融通などを評価している。第3が，
財政の中央集中。第4が，失業対策を中心とする相互扶助活動の強化。
第2は，個別企業特有の問題を処理することです。産業別連合体が統
一闘争によって産業全体の労働条件の標準をきめていく機能と区別して，
個別企業に特有な問題を処理する機能について述べているわけです。こ
こで，個別企業特有の問題とはどんなものかというと，「たとえば，定員，
労働者の格付け，機械設備および労働力の配置，作業速度，工程管理，
企画，検査，作業環境など，労働者の賃金・労働強度・健康などにかか
わる諸問題は，労働条件に密接な関係がある。しかし，これらはそれぞ
れの企業で労務管理，作業管理が異なるに応じて異なっており，それを
超企業的に画一的に協定すること在どは全〈不可能である」121といったも
のです。また企業福利施設も企業ごとに種類も内容も著しくちがってお
り，産業別連合体による統一的な標準の交渉は不可能に近く，個別企業
ごとに労使共同管理に持ってゆくより仕方がない。このような戦場特有
の問題を処理する機能を経営協議会的機能と呼んでおります。経営協議
会的機能は，工程管理とか機械設備の新設・廃止とか，労働力の配置と
か，作業のスピードとか，定員管湿などに関係することになるので，当
然詮営生産にかかわる事項と不可分で，いわゆる「経営参加」「産業統
制」の機能を果たすことになる。こういうふうに述べております。
ここで経営協議会的機能といっている場合にも，今日いわゆる「経営
参加」論のように，経営政策の内部にまで深く立ち入ることを，いって
いるわけではありません。
ところカえ実際問題として，日本の労働組合の場合には，基礎が企業
別組合で，産業別連合体の統制力が，強化されつつはあるが，それほど
強くない。したがって厳密な意味での統一交渉というよう主ものは行者
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われていない。個別交渉の産業別レベルでの調整程度のことしか行なわ
れていない。そこで，労働組合的機能，経営協議会的機能を一応理論的
に区別してみても，日本の企業別組合の場合には，実際には区別できな
いような状況にあるといってよい。
6 将来の方向
最後に，今後の方向として3つの方向を述べている。それはいままで
述べたことの要約ですが， 1）経営協議会的機能の強化としての職場闘
争。 2）労働組合的機能の強化としての全国的産業別連合体の強化。 3)
これは，ちょっと付け加えたような形になっておりますが，地域評議会
と家族組合の強化。
それでは，企業別に労働組合が組織されながら，なぜこのよう主産業
別組合強化と職場闘争強化の方向が， 1950年代前半からとくに後半にか
けて起きてきたのか，また起きてくると判断をしたのかという問題が出
てくるわけです。私に即していえば，むしろ， 1953年に書きました「大工
場労働者の性格」の方で，はっきり書きましたロこの論文は，いろいろ
に解釈されていますが，私の主観においては，最大のテーマは労働組合
成立の必然性を解くということでした。その論理は，企業問競争が個別
企業の合理化を強制することになる。そして，合理化が企業の至上命令
になれば，日本の労使関係の特徴であった階層制，その中における年功
秩序，身分制，職制，それに対応するところの待遇の制度が，新技術の
導入，生産管理の面での合理化あるいは生産力の発展と矛盾することに
なる。また，人事管理面からいっても，こういう諸制度が，個別企業の
合理化と矛盾することになってくる。こうして，この日本特有の諸制度
は解体され，再編成されることになる。この解体，再編成の過程の中で，
個人主義的な孤立化した，したがって自律心を持たざるを得ない従業員
層を生み出してくる。こういう労働者が労働組合の担い手になる。こう
いう議論を展開したわけです：
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注
目l私はこの論文を大巾に書き直して， 1966年に，「企業別労働組合論Jー その日本
的持質と将来の諜題一」（「労務研究」 Vol.13,No.6 日本労務研究会描）に発
表したが，これは，明らかに「構造と機能」の影響を強〈畳けている。
12）拙稿「日本労働組合論」
13) 「大工場労働者の性格」は，次のように述べている。経営の合理化と共に，＇Il
経営内における労働者の年功的序列にもとずく秩序は，古い身分制度的色彩を
薄くし，作業を中心とする管理組織に変質してきた。それは，職長が，特殊的
熟練を基盤とし告がら，部下に支配者として臨む半面，保護者として果してき
た機能を失なったことに表現される。 12）この職場秩序の変質過程は，労務者
たちを頼りなき孤立の状態におとし入れ，これは労働組合への結集を必然化し
た。（拙著「日本労働問題研究」 1966年，東京大学出版会 p. 395）。
N 藤田の「年功的労働力構成論」と職場闘争論
私が私の論文を’侍に取り上げたのは，この論文ができがいいとか，重
要企意味があるということではありません。いま，「構造と機能」の「序
章」，第2節「理論仮説」を読み直してみますと，意外な感ピを持つほど，
この論文と類似点があるからです。もちろん，ちがった点，つけ加えら
れている点が幾っかある。これが重要だと思います。
「補論」は，動態論を目きしたといったが，企業別組合内外の矛盾・
対立の契機，発展の方向を示唆しただけで，まだ著しく静態論的，図式
的であった。「理論仮説」では，この矛盾の発現形態，発展が多くの個別
企業の事例（資料としては多くの社史が利用されたが）を挙げて，理論
的かつ実証的に論証されている。その基本は，藤田が「年功的労働力構
成」と名付け，年功制度論の藤田仮説として，人口に謄災L，多くの人
達に採用されることになった理論とそれから導き出される系論であった。
1 年功的労働力構成論
藤田は，年功秩序に基くところの身分制・職制・待遇制度が，r従業員
の勤続年数別・年齢別構成」の特殊な構成を前提にしていることを強調
する。藤田は，次図によって，次のように説明する。
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いま，工場が新設され，年々生産を拡大して行くならば，
年未熟労働者をより多く採用し，既採用者は，勤続＝年齢が高くなるか
ち，従業員の勤続＝年齢別構成は点線で示した三角形のように，低年齢，
低勤続者が多〈，高年齢・長勤続者が少いピラミッド型になる。
毎年若イ）
24 
f、，、，、
定年年齢 1－－ーーー 一一’ 、
r構造と揖能J p 39 
なお，理解し易いよう
に，筆者が若干の訂正
を行った。
" ，’、、， ，、
，、
J 、，、一， 、.＇、〆 、， 、
ι一一ー一一一一一一ー 【ーー＿，
???????
このような年齢・勤続年数別人員構成は，正に点で図示した年功ロ）
秩序を基礎にした身分制・職制と照応している。
ところカえ生産の拡大がストップすると仮定すると，新規採用者
がなくなる。しかし年と共に年齢・勤続年数は高まるから．点線の三角
形は土方に移動することになる。さらに，初期に採用された従業員が定
年に逮L，退職して行くことにすると，実線で示したような様形になる。
（生産性の上昇がないとすれば，生産は縮少することになるが）。
こうなると，身分・職制・勤続の構造図（23頁の図）が，破壊さ
れることになる。「すなわち，職制の数に限度があるにも拘らず，同ー職
制に対する有資格者が過剰になるからである」。そこで，企業が，年功秩
序を基礎とする人事整理を行うための前提条件，企業が理想、とする労務
構成は，点線で示したピラミァド型人員構成を維持することである。
このピラミッド型年齢別・勤続年数別労働力構成の維持は，年功
的処遇の樹寺という観点からも要請される。藤田は，これを次の表によ
って説明している。いま，生産性一定で，生産量の拡大が行れないとい
この表に示された定期昇給制による年功的処遇が維持
ハ）
?
う仮定のもとで，
人員
10 1 
9 2 
8 3 
7 4 
6 5 
5 6 
4 7 
3 8 
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される条件，すなわち 1年たって基本給
が直上のランクに上っても，基本給総額
は変化しないための条件は， i）勤続10
年の定職者1人の基本給10＝新規採用者
10の基本給10であること， i）各勤続年
数の中の1人が1年間に退職することで
ある。いま， i）は別として， i)について
いえば，この条件が充たされなければ，
基本給総額は，年々増大し，企業は労務
「構造と惜能Jp. 40. 費負rnに面tえられなくなる。
理解し易いよう、筆者が若干の訂正
を行った。
2 1の系論
以上が，藤田の「年功的労働力構成」論のエ yセンスであるが，これ
だけであれば，簡単な算術の問題であって，当時でも漠然とは知られて
いたことである。藤田が真に主張したかったこと，藤田理論の心随t;I:,
これから導き出される次のような系論の方にあった。
イ） 「従業員がいずれも永年勤続を志向するにもかかわらず，これが
年々ー名ずつ振いおとされることになれば，そこには激しい相互競争が
発生する。この競争は独立自由な精神的態度を基本とするものではなく
f却
して，企業に対する忠誠じ、の度合を以って尺度とするものである」。この
企業忠動む＝「1国別企業帰属意識に媒介されて」？！職員，労働者を含めた
全従業員の「家J制度的観念が成立する。このような観念にもかかわら
ず，「最後の1人（だけ 筆者）が， r家』制度の物質的基礎を一一一応
経営者の与える完全な状態でーー獲得し得ることになる。したがって，
最後の一人 少数者は極めて企業忠誠心の強靭なものに限られる。彼
らは日本型労働貴族なのである。」という認識である。
ロ｝このように，年功制度は，従業員の一部を日常的に企業外に排除
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する告I］度であるが，実際には，企業は，外的環境によって，あるいは拡
張過程にありあるいは縮少の道を辿る。そこで，企業が拡張過程にある
場合には，年功的労働力構成そのものが膨張するわけだけだから，年功
制度の矛盾は隠倣されて表面化しない。だが，一度縮少過程に入るとき
には，企業は，年功的労働力構成を維持するために，次のような解雇政
策をとることになる。 i) 「高年齢者について勇退を勧告」する0 i ) 
希望退職者を募集する場合，「日常的解雇（差別待遇）によって不満をも
った従業員層を一挙的・自発的に排除する」。
ノカ年功制度が持つ自己矛盾を熟知している企業は，「将来基幹労働者
（役付き）となるべき必要労働者は，新規学卒者晶、よびこれに技能養成
を施した養成工を充て，その他の労働者は，経済状況の変化に応じて自
由に解雇し得る臨時工を採用J l，本工の中途採用を行うことは少ない。
もちろん，本工の中核部分が不足する場合には，中途採用が行われるが，
「その場合でも，本工の序列からは一段と差別し，これを平等にするま
1創
でには若干の期間を設けるのが一般である」。こうして，藤田の労使関係
論の基礎範時である「基幹工」「中途採用者」「臨時工」が析出されること
になる。
こうして，藤田の限には，年功的労使関係とは，表面上は温情主義的
に見えるが，内実は労働者にとって残酷極まりない制度と映った。そこ
で，藤田は，このよう主制度が，社会の近代化と共に解体する条件が生
れ，また労働者の中に，これを解体する運動が起きてくることを期待し
たわけです。
3 年功制度解体の外的条件
まず，外的条件の変化ともいうべきものです。
第lは，戦時中の賃金統制の中で，職工員の賃金格差が縮少したが，
これに加えて戦後インフレイションの中で，さらに格差が縮少した。そ
うして，戦時戦後の生産力増強政策の中で，労務者が優遇され，差別感
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も減退した。さらに戦時中から進学率が上昇し，戦後は一層上昇の傾向
があり，労務者の中にも，高等学校出身が，徐々に採用されてきた。こ
れは，一方で，学歴差に基く従業員の階層制を稀薄にすると同時に，他
方では，これら高校卒労務者は，技能養成方法も違っており，戦後の学
制改革の中で，義務教育修了者である中学卒業生の意識も変ってきたが，
高校卒業生の場合はとくにそうで，古い年功秩序とは親和性を持ってい
ない。
第2に，戦前の日本経済の二重構造のもとでは，労働者から町工場の
工場主や小店主になる機会，帰農の機会がかなりあり，これが解雇によ
るにしろ，自己都合退職によるにしろ，離職を容易にしてきた。これが，
年功的労働力構成を可能にした条件の一つであった。だが，戦後の日本
経済の近代化と共にこの機会が減少し，離職反対志向が強まり，労働組
合も解雇闘争を推進した。
第3に，戦後の民法改正その他の制度改革，社会風潮が「家J制度的
価値観を変更させた。
第4に，これも外的条件の lっとして挙げてよいと思いますが，戦後
労僻E合が工職一本の企業別混合組合として急速に組織され，これが「身
分制徹廃Jを強力に推進したこと，また急激なインフレイションの中で，
最低生活保障のために，「年齢別家族数別最低賃金Jの思想が普及したが，
これ自体は年功賃金思想を基礎にしているが，その中の経営者の一方的
査定による差別部分を団体交渉によって客観的基準案を設けてきめると
いうやり方に変えたこと，などである。
4 年功措I］度解体の内的条件
つぎに，内的条件の変化ともいうべきものを2つ挙げています。第1
は， ドッヂデフレ以後，各企業では定員制を採用L，新規採用者は新規
学卒者に限定し，しかも制限した。そして，必要な人員は臨時工で補充
した。そのために，本雇労働者の年齢・勤続構成が中ぷくれの状態にな
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り，勤続年数10年前後のところがふくらんできた。こういう労働者たち
は，企業内経験によって，職場におけるほとんどの技能を習得してしま
っている。したがって，技能の平準化が生ビてきている。年功秩序の根
拠であった言様車の階層制は解体してきた。これは一方で昇進競争を激し
くさせるカえ他方で昇進の頭打のため，労働意欲の停滞傾向が生れ，ピ
ラミッド型労働力構成が持っていた「昇進と労働意欲の内的関連構造が
弛緩する」。とくに，労働者の下層部分では，この技能の平準化と昇進の
可能性の閉鎖が，不平不満を欝積させ，労働組合運動とりわけ職場闘争
の主体的担当者として登場させ，年功的秩序の支配を弱めることになっ
た。また，臨時工も，継続雇用によって雇用期聞が長くなり，事実上，
本工と変らなくなり，かつ労働組合が「臨時工の本工登用」を要求して
きたので，本工・臨時工の身分差も少なくなった。
第2に， 1950年代の前半から，ことに50年代の後半になって新しい機
械設備，新技術が導入されたが，これは労働者の「職能の変化」と同時
に「｜日来の技能の廃絶」をもたらした。ここで「職能の変化」というの
は職種が変化した，あるいは同一職種でも作業内容が変わったという意
味です。このことは，年功秩序の上層部分にある長勤続基幹工の技能の
価値を無に帰せしめることであり，場合によれば降格もあり得る。これ
は，年功昇進を期待してきた長勤続者にとっては，裏切りと受け取れる。
他面，新職場には，高校卒の労働者が採用され，彼らは年功秩序には，
親和的ではない。
5 職場闘争の可能性と課題
このようにドッヂデフレ以後は，古い階層制，それから各階層，各職
場の中における年功序列が解体することになった。これが，労働組合に
も反映して，組合員の平等化があらわれ，職場闘争の可能性を増大させ
た。と同時に，技術革新は，労働の質の変化，職場定員の削減，配置転
換などの問題を惹起する。私が，先に述べた「定員，労働者の格付け，
19喧0年代における労働組合論 29
機械設備および労働力の配置，作業速度，工程管理，企画，検査，作業
環境の変化など，労働者の賃金，労働強度，健康幸どにかかわる」職場
問題が労働組合の重要課題になった。
だから，ここで起きる職場闘争は，「賃金，労働時間，労働強度の統一
的把握」を行い，これを職場交渉によって，覚書，メモ等の職場協定に
よる闘争，年功制度との関連でいえば，「年功賃金が労働時間や労働強
度に対して生み出すところの，無規定住を克服し，特定量の労働に対す
る特定額の賃金という関連関係を労働者に意識させ，権利意識を鋭くす
る」闘争であって，産別会議が指導した「職場の人民管理的闘争」とは
性格を異にする。
6 次節と関係
以上は，「構造と機能」の「理論仮説」の私なりの解釈である。哩論仮
説」は，「1.労資関係の原型」， 「2.解体と再編成」の2篤からなるが，
再編成された暁での労使関係の型が明らかでない憾があり，楽観的に見
える結論になっているにしろ，当時の労使関係の変動過程を適確に把握
したものだといってよい。だが，この文章は，当時の藤田の労使関係観，
労働組合観のまた藤田がこの調査で意図したもののー側面しかあらわし
ていないと，私は考える。というのは，藤田が書いているように，この
文章は，報告書草稿が出来上った後に書かれたものであり，そのために，
調査結果に引きずられているTしかも，調査協力者の全部が経済学部出
身者だったということもあって，著しく労働経済学的である。そこで，
当時の藤田の労使関係観，労働組合観の他の側面を知り，藤田がこの調
査に期待したいま一つの側面を知るために，先に掲げた「企業別組合論
とその批判について」を検討することとする。
注
｛！）前掲「構造と機能J p. 40. 
12）前掲「構造と機能」 p.41. 
13）前掲「構造と機能Jp. 37. 
30 梓別寄稿
141前掲「梼造と機能」 p.41. 
151前掲「構造と機能Jp. 42. 
(6）前掲「構造と機能」 p.43. 
(7）前掲「構造と機能Jp. 50. 
(8）前掲「構造と機能Jp. 48. 
(9）藤田は書いているロ 「以下述べられている理論仮説は，調査に入る前に設定さ
れた理論仮説そのままではない。・・・われわれは，調査の進行につれて，理
論仮説をより正確にしてきた。そして，最終段階においては．調査の成果がこ
れにハネ返り，より充実し，したがって，調査結果の総論的な姿を呈している」L
前掲「構造と機能Jp. 16. 
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